





Patent Disclosures - An Accounting Perspective 
















This	 research	 note	 is	 to	 discuss	 the	 disclosure	 of	 patents.	 In	 particular,	 
the	 essay	 discusses	 the	 possibility	 for	 a	 firm	 to	 disclose	 the	 value	 
relevance	 information	 on	 patents.	 In	 this	 essay,	 we	 first	 investigate	 the	 
accounting	 treatments	 on	 patents	 under	 the	 existing	 accounting	 systems.	 We	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then	 study	 the	 real-world	 cases	 on	 the	 disclosure	 of	 value	 and	 valuation	 
of	 patents	 by	 investigating	 the	 Intellectual	 Property	 Report.	 At	 last,	 we	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されており（企業会計原則,	 第三	 5）、具体的な耐用年数は示されていない。	 
ただし特許法では、「特許権の存続期間は、特許出願の日から 20 年をもつて終了する」（第
































③	 20×1 年度、A 社は特許権 A の登録を完了した。特許権 A 登録までにかかった諸費用は、
200 万円（現金）であった。なお、特許権 A は研究開発プロジェクト A の成果であり、当
該プロジェクトにはその発足時から現在までに2,500万円かかっている。	 
	 
①	 企業結合により取得された特許権－B社取得時(特許権B取得時)の A社仕訳	 
	 A 社が B 社を取得した場合の特許権 B に関する仕訳は、以下のとおりとなる。つまり、取得















	 A 社が C 社から購入した特許権 C は、特許権自体の購入代価（300 万円）に付随費用（10 万
円）を加えた取得原価（310万円）で以下のように認識される。	 















































	 	 許、将来事業化予定の特許、防衛特許／その他）に分類した保有特許件数とその	 



































	 売上貢献額	 ロイヤリティ収支	 新規出願評価額	 原価低減貢献額	 合計	 注）	 
事業分野	 /	 年度	 2006	 2007	 2008	 2006	 2007	 2008	 2006	 2007	 2008	 2006	 2007	 2008	 2006	 2007	 2008	 
セグメント事業	 161	 423	 399	 40	 75	 143	 90	 116	 110	 1,015	 1,021	 1,152	 1,302	 1,634	 1,803	 
資源事業	 15	 49	 49	 0	 89	 58	 21	 55	 45	 0	 0	 0	 36	 193	 152	 
環境事業	 117	 206	 218	 58	 58	 0	 18	 28	 40	 1	 1	 1	 194	 235	 259	 
建材・建築土木事業	 78	 109	 104	 －3	 14	 －22	 23	 17	 4	 0	 0	 0	 77	 135	 82	 
CE事業	 174	 137	 158	 26	 26	 13	 102	 85	 88	 0	 0	 0	 213	 223	 246	 
その他	 9	 8	 7	 14	 7	 3	 58	 54	 78	 0	 0	 0	 81	 68	 88	 

















































































































































③	 20×1 年度、A 社は特許権 A の登録を完了した。特許権 A 登録までにかかった諸費用は、
200 万円（現金）であった。なお、特許権 A は研究開発プロジェクト A の成果であり、当
該プロジェクトにはその発足時から現在までに2,500万円かかっている。	 



















	 A 社が C 社から購入した特許権 C は、特許権自体の購入代価 300 万円で認識され、付随費用
10 万円は特許権 C の取得原価に含められることなく即時に費用とする会計処理が考えられる。

































































（借）	 特許権A	 2,700万円	 （貸）	 特許権仮勘定A	 2,700万円	 
	 
































A から生み出されることを A 社が期待する将来キャッシュ・イン・フロー（割引現在価値）で


























報告基準）の前設定主体である国際会計基準委員会（IASC：International	 Accounting	 Standards	 
Committee）より 1998 年に公表され、国際会計基準審議会（IASB：International	 Accounting	 








                                                   











































































理方法と同じように処理する方法がひとつの案として考えられうる。例えば IASB より 2004 年
に公表され2008年に改訂された国際財務報告基準(IFSR:	 International	 Financial	 Reporting	 




                                                   



































                                                   
34 IFRS3(R)では、法律や契約により守られているものや分離可能であるものが識別可能な資産とさ
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